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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

（1） 連結経営指標等

　

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 17,782 15,189 14,349 14,419 14,274

経常利益 (百万円) 814 1,435 917 1,050 1,542

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △ 1,144 963 431 619 975

包括利益 (百万円) ― ― 440 639 1,003

純資産額 (百万円) 7,927 8,840 9,212 9,751 10,620

総資産額 (百万円) 21,300 19,605 18,275 18,151 17,818

１株当たり純資産額 (円) 236.01 265.39 276.29 292.15 318.08

１株当たり当期純利益金
額又は当期純損失金額
(△)

(円) △ 34.79 29.29 13.10 18.82 29.63

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金
額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.5 44.6 49.8 53.0 58.7

自己資本利益率 (％) ─ 11.68 4.84 6.62 9.71

株価収益率 (倍) ─ 4.85 16.18 10.95 8.47

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,583 605 2,189 2,073 1,589

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 830 502 △607 △1,140 △697

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 435 △ 1,258△1,881 △829 △1,346

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,300 2,149 1,849 1,952 1,498

従業員数 (名) 364 353 326 308 307

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成21年３月期の当期純利益の大幅な減少は、課徴金納付審判による訴訟損失引当金繰入額と取

引先の破産申立による貸倒引当金繰入額の計上等によるものです。

３　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　平成21年３月期の「自己資本利益率」、「株価収益率」については、当期純損失を計上しているた

め記載しておりません。

５　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社グループから当社

グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含んでおりま

す。）
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（2） 提出会社の経営指標等

　

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 15,419 13,377 11,991 12,232 12,126

経常利益 (百万円) 586 1,200 646 875 1,445

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △ 1,243 797 252 535 939

資本金 (百万円) 1,855 1,855 1,855 1,855 1,855

発行済株式総数 (株) 32,930,74932,930,74932,930,74932,930,74932,930,749

純資産額 (百万円) 7,486 8,286 8,467 8,904 9,721

総資産額 (百万円) 19,099 17,389 16,354 16,221 16,123

１株当たり純資産額 (円) 227.46 251.79 257.27 270.58 295.44

１株当たり配当額
(円)

2.00 2.00 3.00 4.00 6.00
(１株当たり
中間配当額)

(2.00) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益金
額又は当期純損失金額
(△)

(円) △ 37.79 24.24 7.68 16.27 28.56

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金
額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.2 47.7 51.8 54.9 60.3

自己資本利益率 (％) ─ 10.12 3.02 6.16 10.09

株価収益率 (倍) ─ 5.86 27.60 12.66 8.79

配当性向 (％) ─ 8.25 39.06 24.59 21.01

従業員数 (名) 293 297 273 256 251

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成21年３月期の当期純利益の大幅な減少は、課徴金納付審判による訴訟損失引当金繰入額と取

引先の破産申立による貸倒引当金繰入額の計上等によるものです。

３　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　平成21年３月期の「自己資本利益率」、「株価収益率」、「配当性向」については当期純損失を計

上しているため記載しておりません。

５　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社から他社への出向

者を除き、他社から当社への出向者を含んでおります。）
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２ 【沿革】

昭和12年10月 東洋精機株式会社を埼玉県蕨市に設立、資本金48万円。

昭和14年２月 社名を東洋精工業株式会社と変更、内燃機関用ピストン及びピストンリングを製造。

昭和24年12月 ガス、水道用鋳鉄管（立型鋳鉄管）の製造を開始。

昭和27年３月 東京営業所を開設。

昭和29年９月 遠心力砂型鋳鉄管の製造開始。

昭和35年１月 社名を日本鋳鉄管株式会社と変更、資本金１億5,000万円。

昭和37年１月 本社を東京に移す。

昭和37年７月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和38年５月 ダクタイル鋳鉄管（大口径管）の製造を開始。

昭和40年12月 建設業法による大臣登録の認可を受ける。

昭和42年４月 中部支社（名古屋市）を開設。

昭和44年７月 東北支社（仙台市）を開設。

昭和51年１月 北海道支社（札幌市）を開設。

昭和53年６月 倉庫業務、運送業務を開始。

昭和56年５月 工場を埼玉県久喜市菖蒲町へ全面移転。

昭和61年３月 鉄蓋工場（埼玉県久喜市）を買収し、製造を開始。

平成元年８月 多目的鋳造設備を導入。

平成５年９月 東京証券取引所市場第一部に上場。

平成８年３月 第１回無担保転換社債（調達資金30億円）の発行。

平成９年４月 日鋳商事株式会社の全株式を取得（現・連結子会社）。

平成10年１月 レジンコンクリート管の製造を開始。

平成10年８月 ポリエチレン管の製造を開始。

平成12年９月 九州支社（福岡市）を開設。

平成13年11月 日鋳サービス株式会社を設立（現・連結子会社）。

平成15年４月 エンジニアリング事業を開始。

平成16年１月 株式会社鶴見工材センターを設立（現・連結子会社）。

平成18年２月 利根鉄工株式会社の株式を取得（現・連結子会社）。

平成21年10月 本社を埼玉県久喜市菖蒲町の工場へ全面移転。

平成21年11月 東京事務所（本店）を開設。

　

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

 4/93



　

３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社と連結子会社４社及びその他の関係会社２社で構成され、上下水道・ガス用資材

であるダクタイル鋳鉄製品（鋳鉄管、鉄蓋）、樹脂管及び関連付属品の製造販売を主な事業としており、さ

らに倉庫業、道路貨物運送業及び「産業廃棄物の運搬及び積み替え保管事業」等を展開しております。

当社グループの事業内容と、当社及び主要な関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりでありま

す。

なお、下記区分は後記、第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］の注記に掲げる［セグメント情報］の

区分と同一であります。
　
日鋳商事株式会社 当社の販売店

株式会社鶴見工材センター ガス用配管材等の保管及び運送

日鋳サービス株式会社 鉄管類リサイクル事業等

利根鉄工株式会社 異形管等の製造

JFEスチール株式会社 原材料等の購入等

　

事業の系統図は次のとおりであります。

　

  

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

 5/93



　

４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

（連結子会社） 　 　
ダクタイル鋳鉄関連,
樹脂管・ガス関連

　 　

日鋳商事㈱
(注)２，５

埼玉県
戸田市

28 100.0
・役員の兼任２名
・営業上の取引
当社製品の販売店

　 　 　 　 　 　

㈱鶴見工材センター
神奈川県
横浜市
鶴見区

50樹脂管・ガス関連 60.0

・役員の兼任３名
・営業上の取引
ガス用配管材等の保管
及び輸送の委託先

　 　 　 　 　 　

日鋳サービス㈱
神奈川県
横浜市
鶴見区

40樹脂管・ガス関連 100.0
・役員の兼任４名
・営業上の取引
原材料の購入先

　 　 　 　 　 　

利根鉄工㈱
群馬県
佐波郡
玉村町

20
ダクタイル鋳鉄関連,
樹脂管・ガス関連

100.0

・役員の兼任３名
・営業上の取引
当社製品の製造

・資金援助
同社に対する資金融資

　 　 　 　 　 　
(その他の関係会社)　 　 　 　 　

ジェイ エフ イー 
ホールディングス㈱
(注)３

東京都
千代田区

147,143
鉄鋼業、総合エンジニ
アリング業等を行う子
会社の持株会社

0.0
（30.0）
〔30.0〕

ＪＦＥスチール株式会社の
完全親会社

　 　 　 　 　 　

ＪＦＥスチール㈱
 

東京都
千代田区

239,644鉄鋼事業
（29.3）
〔 0.1〕

・営業上の取引
原材料等の購入先

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　特定子会社であります。

３　有価証券報告書提出会社であります。

４　「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の〔内書〕は間接被所有割合であります。

５　日鋳商事株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

　

主要な損益情報等 ①　売上高 2,744百万円

　 ②  経常利益 24　〃

　 ③　当期純利益 14　〃

　 ④　純資産額 137　〃

　 ⑤　総資産額 1,545　〃
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５ 【従業員の状況】

（1） 連結会社の状況

平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

ダクタイル鋳鉄関連 254

樹脂管・ガス関連 28

全社（共通） 25

合計 307

(注) １　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社グループから当

社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含んでおりま

す。）

２　全社（共通）は、当社の総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　

（2） 提出会社の状況

平成25年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

251 41.6 17.5 6,247

　

セグメントの名称 従業員数（名）

ダクタイル鋳鉄関連 217

樹脂管・ガス関連 9

全社（共通） 25

合計 251

(注) １　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社から他社への出

向者を除き、他社から当社への出向者を含んでおります。）

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３  全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　

（3） 労働組合の状況

当社グループには、ＪＡＭ日本鋳鉄管労働組合が組織されており、平成25年３月31日現在組合員数

は217名であります。

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（1） 業績

当連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）における当社グループを取り巻く事業

環境は、主力である水道用鋳鉄管類の国内需要が首都圏を中心に堅調に推移し、ほぼ前年度並みの水

準となりました。

このようななか、当社は前連結会計年度に引き続き「事業の選択と集中」、「キャッシュ・フロー

重視の経営」及び「間接部門のスリム化」に取り組んでまいりました。特に当期は製造原価の低減を

目的に、需要期にあわせて集中的に生産する変形労働時間制を１年を通じて導入し、大きな成果をあ

げることができました。

その結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度並みの142億74百万円となりました。

損益につきましては、合理化施策で期待以上の効果が実現できたこと、また鋼屑などの原材料価格

が前連結会計年度に対し安値で推移したこと等により、営業利益は前連結会計年度10億34百万円に対

して４億58百万円増加し、14億92百万円となりました。経常利益につきましても同様に、前連結会計年

度10億50百万円に対して４億91百万円増加し、15億42百万円となりました。特別損失につきましては、

当連結会計年度において「災害による損失」（火災、風災による損失）を58百万円計上しましたが、

その大半を「受取保険金」39百万円でカバーしております。

当期純利益につきましては、経常利益の増加により前連結会計年度に比べ３億55百万円増加の９億

75百万円となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

① ダクタイル鋳鉄関連

主力の水道用ダクタイル鋳鉄管につきましては、都市部を中心に販売量が増加したため、売上高は前

連結会計年度と比べ89百万円（0.7％）増収の126億15百万円となりました。

セグメント利益（営業利益）につきましては、売上高増加影響、原材料安及び合理化効果により、前

連結会計年度と比べ５億21百万円（69.7％）増益で12億69百万円となりました。

　

② 樹脂管・ガス関連

売上高は、前期において震災復旧関連需要があったため、前連結会計年度と比べ２億32百万円

（12.1％）減収の16億93百万円となりました。セグメント利益（営業利益）につきましても同様に、震

災復旧関連の需要減及び今期のリサイクル関連の利益率が低下したことにより、前連結会計年度と比

べ64百万円（22.6％）減益の２億22百万円となりました。
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（2） キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結べースの現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、14億98百万

円と前連結会計年度末に比べて４億53百万円(23.2％)の減少となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、15億89百万円(前連結会計年度は20億73百万円の増加)となりました。

これはたな卸資産の増加５億91百万円に伴う資金の支出があったものの、税金等調整前当期純利益15

億４百万円、減価償却費８億95百万円等が支出を上回ったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、６億97百万円(前連結会計年度は11億40百万円の減少)となりました。

これは主に有形固定資産の取得による支出５億80百万円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は13億46百万円(前連結会計年度は８億29百万円の減少)となりました。

これは主に長期借入金の返済による支出８億89百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄関連 10,659 +14.8

樹脂管・ガス関連 668 △23.6

合計 11,328 +11.5

(注) １　セグメント間取引はありません。

２　金額は販売価格を以って計上しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄関連 12,243 △6.2 1,715 △17.8

樹脂管・ガス関連 1,660 △12.1 4 +29.5

合計 13,903 △6.9 1,719 △17.7

(注) １　セグメント間取引はありません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄関連 12,615 +0.7

樹脂管・ガス関連 1,659 △12.4

合計 14,274 △1.0

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合。
　

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

太三機工㈱ 2,328 16.1 2,536 17.8

安田㈱ 2,211 15.3 2,383 16.7

東京瓦斯㈱ 1,453 10.1 ― ―

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。なお、東京瓦斯㈱につきましては当連結会計年

度の販売高の割合が１０％未満であったため、販売高及び割合（％）の記載を省略しておりま

す。
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３ 【対処すべき課題】

（1） 経営の基本方針

当社は上下水道、エネルギー、情報通信を中心とした地域インフラ整備に対して、鋳鉄管、鉄蓋、樹脂

管及び関連資材の供給を中心とした事業展開を図っております。

しかしながら、公共事業費縮減のなか水道用鋳鉄管の分野においても国内需要の動向、不安定な販

売価格など事業環境は引き続き厳しさが予想されます。

このような環境のなか、当社は、コア事業の収益力を抜本的に強化するとともに、当社の技術力を生

かした新分野・新商品への展開、さらには財務体力の強化を図ることにより強固な経営基盤を構築

し、継続的に株主等のステークホルダーの期待に応えることを基本方針としております。

　

（2） 中期的な経営戦略と課題

当社は、平成23年11月に向こう３年間を展望した中期経営計画を策定いたしました。この計画にお

いて、経営の基本方針を下記の４項目に具体化し、着実に実施することにより安定的に収益が確保で

きる経営基盤を確立していきます。

　

１）主力製品の競争力強化

水道用鋳鉄管の需要増が望めず、原材料価格が不安定な状況のなか、当社のコア事業として鋳鉄

管事業等の収益力を強化する必要があります。そのためには適切な販売価格の維持・改善に加えコ

スト競争力の確保と技術開発力の強化が不可欠と考えております。

　

① コスト競争力の確保

・ 鋳鉄管業界で最高のコスト競争力を確保する

・ 新型耐震管(ＧＸ管)の原価低減を図る

　

② 技術開発の推進

・ 鋳鉄管外表面の塗装技術の実用化

・ 新型鉄蓋(ＥＶＳ構造：食い込み・ガタツキ防止)の販売促進等

　

２）キャッシュ・フロー重視の経営

当社の経営基盤を強化するためには、収益力の向上に加え財務体力の強化が課題となります。財

務体力を強化するためには、自己資本の充実とあわせ、有利子負債の削減が不可欠ですが、そのため

に継続的な製品在庫の圧縮、設備投資の厳選(投資効果による優先選択)等によりフリーキャッシュ

・フローの改善に努めてまいります。

　

３）間接費用の削減

営業、製造部門など直接部門における要員の最適配置に加え、間接部門においても業務内容を全

面的に点検・精査し、業務の絞込み、効率化を推進してまいります。

　

４）品質、安全、コンプライアンス

製造会社として最も重視すべき品質、安全、コンプライアンスについて、今後ともその重要性を社

内に徹底し、顧客及び社会から一層信頼される会社を目指します。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　

（1） 原材料の価格変動

当社は主たる商品を素材から製造しており、原材料の製造原価に占める割合は約５割となっており

ます。鋼屑、コークス及び石油関連製品の購入価格が国際市況の影響を受け大幅に変動する場合があ

ります。従って、原材料価格の変動は当社の業績を大きく左右する要因となっております。

　　

（2） 取引先（市場）について

当社グループが取り扱う商品の多くは、地方自治体等の公共事業向けとなるため、各年度の公共事

業予算に依存しております。従って、公共事業予算が大きく変動した場合、国内需要及び市況価格が変

動し、当社グループの売上高及び業績に大きな影響を与える可能性があります。

　

（3） 貸倒損失の発生リスク

当社は、鋳鉄管等の上下水道用資機材を主に各地域の特約店を経由して配管工事業者等に販売して

おります。当社の販売先である特約店については、各社の規模、財務状況等を精査し与信額を決定して

おりますが、予期せぬ原因で特約店向けの債権の回収が困難になるリスクがあります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

（業務提携基本契約）

　

契約会社名 契約の相手先 契約締結日 契約内容 契約期間

提出会社 株式会社栗本鐵工所 平成14年６月25日
鋳鉄管事業等での生産・
物流・購買・技術分野に
おける業務提携

自　平成14年６月25日
至　平成26年６月24日
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６ 【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、産業活動や日々の生活に欠かせない水・エネルギー・情報

・通信などを輸送・供給するための各種管材料及びその他の商品を提供することにより、社会に貢献す

ることを会社存立の基本理念としてまいりました。

そのなかで、技術対応として商品開発、施工技術及び品質保証の強化を行い、次世代を見据えた「Ｏｎ

ｌｙ１」商品の育成を推進するとともに、外部各種団体の研究会にも参加し、市場動向と研究開発の情

報収集に努めてまいりました。製造部門においても、技術開発による生産性と品質の向上をはかり、収益

の改善及び企業体質の強化を目指しております。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は23百万円であり、各セグメント別の研究の目

的、主要課題、研究成果は次のとおりであります。

　

（1） ダクタイル鋳鉄関連

水道用ダクタイル鉄管の主力商品である耐震管（高機能ダクタイル鉄管：安心・快適・安定した

水供給、丈夫で長持ちの機能を有する）については、平成22年10月に小口径用ＧＸ形ダクタイル鉄管

がＪＤＰＡ規格（日本ダクタイル鉄管協会規格）化され、製造試験の後、量産設備の立ち上げを行い、

販売を開始いたしました。

また、平成25年３月には小口径用ＧＸ形ダクタイル鉄管がＪＷＷＡ規格（日本水道協会規格）化さ

れ、平成25年度下期からＪＷＷＡ規格合格製品として販売開始できる見込みであります。

ＧＸ形ダクタイル鉄管は、特に接合作業性、耐食性、経済性に優れており技術説明会、接合指導等の

普及活動及び配管設計支援を行い、水道用ダクタイル鉄管の需要と販売の拡大に努めてまいりました

が、平成24年度末での採用事業体の割合が約50％となり、普及が拡大している状況となりました。さら

には、ダクタイル鉄管のより長寿命化を目的とした防食技術の開発が終了しましたので、商品化を進

めてまいります。

鉄蓋につきましては、当社の独自技術を付加した新型鉄蓋(ＥＶＳ構造)の開発に取り組み、一部に

ついては平成25年度から販売を開始しており、その他については継続的に開発を行い、早期の販売開

始を目指しております。

また、ダクタイル鋳鉄の素材研究と生産技術向上のために、ＪＦＥグループ会社の一員として研究

部会で活動するとともに、各種研究団体での活動を継続して行っております。

当連結会計年度におけるダクタイル鋳鉄関連に係る研究開発費は20百万円であります。

　

（2） 樹脂管・ガス関連

都市ガス供給用配管材のポリエチレン管化が急速に進むなか、これに対応させた新たな配管接合方

式をガス会社殿と共同で研究開発中であり、簡便且つ確実な配管を目的としたこの開発構造の使用用

途は広く、工事用部材から本支管常用設置に至るまで幅広い市場要求に応えるものであります。

また、配管電気防食用継手や浅層埋設対応用レジンコンクリートボックスを開発し、平成25年度か

ら販売開始を予定しております。

当連結会計年度における樹脂管・ガス関連に係る研究開発費は２百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1） 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高が142億74百万円（前連結会計年度に比べ１

億44百万円（1.0％）の減収）、営業利益14億92百万円（前連結会計年度に比べ４億58百万円

（44.3％）の増益）、経常利益15億42百万円（前連結会計年度に比べ４億91百万円（46.8％）の増

益）となりました。

また、当期純利益につきましては９億75百万円（前連結会計年度に比べ３億55百万円（57.4％）の

増益）となりました。

　

① 売上高

売上高は142億74百万円と前連結会計年度に比べ１億44百万円（1.0％）の減収となり、ほぼ前連結

会計年度並みとなりました。

　

② 営業利益

売上高が減少したものの、合理化施策で期待以上の効果が実現できたこと、また鋼屑などの原材料価

格が前年度に対し安値で推移したこと等により、営業利益は14億92百万円と前連結会計年度に比べ４

億58百万円（44.3％）の増益となりました。

　

③ 経常利益

営業利益の増加により、経常利益は15億42百万円と前連結会計年度に比べ４億91百万円（46.8％）

の増益となりました。

　

④ 当期純利益

経常利益の増加により、当期純利益は９億75百万円と前連結会計年度に比べ３億55百万円

（57.4％）の増益となりました。
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（2） 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動により資金が15億89百万円増加し

ましたが、有形固定資産の取得による支出５億80百万円等があったため、投資活動による資金について

は、６億97百万円減少しました。

その結果、フリーキャッシュ・フローは８億92百万円の収入となりました。

これに対し財務活動によるキャッシュ・フローにおいて、長期借入金返済８億89百万円等があり、当

連結会計年度における現金及び現金同等物は４億53百万円の減少となりました。

　

② 有利子負債の状況

当連結会計年度は営業活動及び投資活動による収入を財源として、有利子負債（但し、リース債務は

除く。）を11億89百万円削減した結果、当連結会計年度末の有利子負債は21億９百万円となりました。

　

③ 財政状態

当連結会計年度末の総資産は、178億18百万円と前連結会計年度末と比較して３億32百万円減少し

ました。

これは「商品及び製品」が４億52百万円増加したものの、「現金及び預金」の減少４億53百万円、

「受取手形及び売掛金」の減少２億71百万円等が上回ったことによるものです。

負債合計は、71億97百万円と前連結会計年度末と比較して12億１百万円減少しました。

これは主に「長期借入金」（１年以内返済予定の長期借入金は除く）６億69百万円と「短期借入

金」の減少５億20百万円によるものです。

純資産合計は、106億20百万円と前連結会計年度末に対し８億68百万円増加しました。

これは主に当期純利益９億75百万円による利益剰余金の増加によるものです。

　

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

15/93



第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、生産の合理化及び設備の更新に重点を置き、当連結会計年度に

おいては、小管粉体中摺り粉体塗装ライン化工事、大管鋳造１号ＷＢ更新工事等への投資を行っておりま

す。

　

当連結会計年度の設備投資（有形固定資産受入ベースの数値。金額には消費税等は含まない。）等の総額

は682百万円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。

　

（1） ダクタイル鋳鉄関連

提出会社の工場において小管粉体中摺り粉体塗装ライン化工事、直管用の金枠等で総額651百万円の

設備投資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

（2） 樹脂管・ガス関連

連結子会社の株式会社鶴見工材センターにおいて危険物倉庫の増築工事等で総額30百万円の設備投

資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

（1） 提出会社

平成25年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

その他 合計

日本鋳鉄管株式会社
本社・工場 ダクタイル

鋳鉄関連

鋳鉄管、
鉄蓋生産
設備

876 2,122

2,215

315 5,530206　 （ 116）

（埼玉県久喜市） ［  19］

鉄蓋精整工場 ダクタイル
鋳鉄関連、
樹脂管・
ガス関連

鉄蓋精整
設備、
レジンコン
クリート製
品生産設備

5 27

148

1 182 4

（埼玉県久喜市） （   3）

樹脂管工場
樹脂管・
ガス関連

樹脂管
生産設備

38 1

345

0 386 6
（埼玉県久喜市） （   8）

　

（2） 国内子会社

平成25年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

その他 合計

日鋳商事
株式会社

本社・倉庫
ダクタイル
鋳鉄関連

リース資産
(車両)等

2 ―

―

32 35 17(埼玉県
戸田市)他

（  ―）

［   1］

株式会社
鶴見工材
センター

本社
樹脂管・
ガス関連

倉庫設備 206 2

―

5 213 16(神奈川県
横浜市
鶴見区)

（  ―）

［  18］

日鋳サー
ビス
株式会社

本社
樹脂管・
ガス関連

事務所、作
業場設備、
マグネット
ユンボ等

15 8

―

1 25 3(神奈川県
横浜市
鶴見区)

（  ―）

［   0］

利根鉄工
株式会社

本社・工場 ダクタイル
鋳鉄関連、
樹脂管・
ガス関連

異形管、
鉄蓋等
製造設備

74 133

300

9 519 20(群馬県佐波
郡玉村町)

（   9）

　
(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
３　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、リース資産の合計であります。
４　提出会社においては、土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は72百万円でありま

す。また、土地及び建物の一部を賃貸しております。年間賃貸料は18百万円であります。なお、賃借
している土地の面積については、[　　] で外書きしております。

５　主要な設備のうち連結会社以外から賃借している主な設備内容は、下記のとおりであります。
　

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容 台数
リース
期間

年間
リース料
（百万円）

リース契約
残高

（百万円）
日本鋳鉄管株式
会社本社・工場 ダクタイル鋳

鉄関連
ＧＸ型枠 １式 ４年 40 138

（埼玉県久喜市）
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

（1） 重要な設備の新設

重要な設備の新設等の計画はありません。

　

（2） 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（1） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 128,000,000

計 128,000,000

　

②【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数（株）

(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数（株）

(平成25年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,930,74932,930,749
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株
であります。

計 32,930,74932,930,749― ―

　

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 
（百万円）

資本金残高
 
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）
平成８年４月１日～
平成９年３月31日
（注）

930 32,930 255 1,855 255 264

(注) 転換社債の株式転換による増加
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（6）【所有者別状況】

平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 27 42 38 49 ― 3,4183,574 ―

所有株式数
（単元）

― 3,8422,10414,3791,629 ― 10,93132,88545,749

所有株式数
の割合（％）

― 11.7 6.4 43.7 5.0 ― 33.2100.0 ―

(注) １　自己株式23,995株は、「個人その他」に23単元、「単元未満株式の状況」に995株含まれておりま
す。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が1単元含まれております。
　

（7）【大株主の状況】

平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する所
有株式数の割合（％）

ＪＦＥスチール株式会社
東京都千代田区内幸町２丁目２
―３

9,600 29.2

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸１丁目５―20 3,333 10.1

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４ 654 2.0

渡辺倉庫株式会社 東京都港区浜松町２丁目４―21 600 1.8

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　Ｓ
ＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　
ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ

３８８　ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ　Ｓ
ＴＲＥＥＴ，　ＮＹ，　ＮＹ　１
００１３，　ＵＳＡ 481 1.5

（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

（東京都品川区東品川２丁目３―
14）

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８―11 474 1.4

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３ 406 1.2

第一生命保険株式会社
東京都千代田区有楽町１丁目13
―1

400 1.2
（常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

（東京都中央区晴海１丁目８―
12）

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海１丁目８―11 307 0.9

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３
―３

271 0.8
（常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

（東京都中央区晴海１丁目８―
12）

計 ― 16,527 50.2

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 474千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 406〃

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 307〃
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（8）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― 　　　　　　　―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― 　　　　　　　―

議決権制限株式（その他） ― ― 　　　　　　　―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 23,000

― 　　　　　　　―

完全議決権株式（その他）
普通株式

32,862,000
32,862

単元株式数は1,000株であ
ります。

単元未満株式
普通株式

45,749
― 　　　　　　　―

発行済株式総数 32,930,749― 　　　　　　　―

総株主の議決権 ― 32,862　　　　　　―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000 株（議
決権1個）含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式995株が含まれております。
　

② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
日本鋳鉄管株式会社

東京都中央区築地二
丁目12番10号

23,000 ― 23,000 0.1

計 ― 23,000 ― 23,000 0.1

　

（9）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

（1）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

（2）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

　当事業年度における取得自己株式 4,201 880

　当期間における取得自己株式 ― ―

(注) 当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単
元未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。

　

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数
（株）

処分価額の総額
（千円）

株式数
（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を
― ― ― ―

行った取得自己株式

消却の処分を行った取
― ― ― ―

得自己株式

合併、株式交換、会社

― ― ― ―分割に係る移転を行っ

た取得自己株式

その他（  　― 　 ） ― ― ― ―

保有自己株式数 23,995 ─ 23,995 ─

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日まで単元
未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、上下水道・ガス事業を中心とする公共性の高い業種であり、長期にわたり安定的な経営基盤の

確立が重要であると考えており、株主各位への安定的な配当の維持を基本方針としております。

当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うこととしておりますが、中間配当を実施すること

も可能であります。

中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、配当の決議機関は、中間配当は取締役会、期末配当

は株主総会であります。

当事業年度の剰余金配当につきましては、平成25年３月期の業績及び財政状況（当期純利益９億75百万

円、自己資本比率58.7％）を鑑み、期末配当を１株当たり６円としております。

内部留保資金の使途につきましては、経営体質の強化及び今後の事業展開に備えることとし、株主各位

の長期的な利益の確保をはかってまいります。

　

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。
　

決議年月日 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成25年６月26日
定時株主総会決議

197 6.00

　

４ 【株価の推移】

（1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高（円） 180 154 289 274 286

最低（円） 91 105 88 147 133

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

（2）【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高（円） 177 194 250 285 286 276

最低（円） 150 169 189 240 233 249

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役

社長
― 秋　田　眞　次 昭和22年１月14日生

昭和44年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）3 10

平成５年７月 同社継目無管本部継目無管製造部長

平成９年４月 同社福山製鉄所原価総括部長

平成11年４月 同社鉄鋼技術センター設備技術部長

平成12年４月 エヌケーケー精密株式会社代表取締

役社長（現：ＪＦＥ精密株式会社）

平成20年10月 当社代表取締役社長就任（現）

取締役 管理本部長 安　田　　　勉 昭和29年１月29日生

昭和52年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）4 4

平成12年４月 当社生産工程部長

平成13年７月 当社業務部長

平成17年３月 当社総務部長

平成21年４月 当社ダクタイル営業本部長

平成21年６月 当社取締役就任（現）

平成25年６月 当社管理本部長就任（現）

取締役
ガス営業

本部長
石　井　宏　幸 昭和26年10月14日生

昭和50年４月 東京ガス株式会社入社

（注）3 11

平成13年６月 東京ガス・エンジニアリング株式会

社パイプライン技術部長

平成19年１月 東京ガス・エンジニアリング株式会

社執行役員パイプライン技術部長

平成22年４月 当社常勤顧問

平成22年６月 当社取締役ガス営業本部長就任

（現）

平成22年６月 日鋳サービス株式会社代表取締役社

長（現）

平成22年６月 株式会社鶴見工材センター代表取締

役社長（現）

取締役 製造本部長 清　野　邦　夫 昭和29年４月17日生

昭和48年７月 当社入社

（注）3 14

平成15年４月 当社鋳鉄管製造部部長

平成20年４月 当社副工場長

平成21年10月 当社製造本部長（現）

平成22年６月 当社取締役就任（現）

取締役 ─ 鍋  島  祐  樹 昭和35年４月３日生

昭和60年４月 川崎製鉄株式会社入社

（注）4 ─

平成14年４月 同社千葉製鉄所製鋼部製鋼工場長

平成19年４月 ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄

所企画部企画室主任部員（部長）

平成21年４月 同社東日本製鉄所（千葉地区）製鋼

部長

平成23年４月 同社製鋼技術部長（現）

平成23年６月 当社取締役就任（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

（千株）

監査役

（常勤）
― 太　田　　 毅 昭和31年２月１日生

昭和53年4月 日本鋼管株式会社入社

（注）6 ―

平成15年４月 ＪＦＥエンジニアリング株式会社経

理部グループ経営推進室長

平成16年５月 当社経理部付部長

平成16年６月 当社経理部長

平成22年６月 当社経理部長兼総務部長

平成25年６月 当社常勤監査役就任（現）

監査役 ― 江  口  忠  夫 昭和31年3月24日生

昭和54年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）5 ─

平成15年４月 ＪＦＥエンジニアリング株式会社人

事部人事室長

平成21年４月 同社人事部長

平成22年４月 同社常務執行役員

平成24年４月 同社常勤監査役就任（現）

平成24年６月 当社監査役就任（現）

監査役 ― 辻　　　裕　一 昭和34年10月25日生

昭和58年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）6 ─

平成19年４月 ＪＦＥスチール株式会社経営企画部

企画室主任部員（部長）

平成21年４月 同社監査部長兼ジェイ エフ イー 

ホールディングス株式会社総務部

平成23年４月 ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社経理部長

平成24年６月 同社監査役事務局部長（現）

平成24年６月 日本鋳造株式会社監査役

平成25年６月 当社監査役就任（現）

計 39

(注) １ 取締役 鍋島 祐樹は、社外取締役であります。

 ２ 監査役 江口 忠夫及び辻 裕一は、社外監査役であります。

 ３ 取締役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

 ４ 取締役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

 ５ 監査役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

 ６ 監査役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

　

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

25/93



　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

(1) 企業統治の体制の概要

当社は、「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」として、法令の遵守に基づく公正な

企業活動を基本に据え、経営の健全性と透明性を高めることを企業統治の要とし、事業経営の有効性と

効率性の向上に努めるとともに、コーポレート・ガバナンスのさらなる充実に向けて「ＣＳＲ会議」の

設置その他の様々な取り組みを行っております。

　企業理念並びに定款、取締役会規則などをはじめとする、業務遂行にかかわるすべての規程・規則が遵

守されるようはかるとともに、企業活動にかかわる法令変更または社会環境の変化に従い諸規程・規則

について適宜見直しを行うことにしております。

　業務執行は、各部門の業務規程等に則り行われており、業務執行の適正性と財務報告の正確性を確保し

ております。

　

(2) 企業統治の体制を採用する理由

　業務の意思決定・執行及び監督について、リスク管理、コンプライアンスの徹底及び内部統制の向上を

はかるため、以下の体制を採用しております。(平成25年６月28日現在）
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(3) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

当社の内部統制システムといたしましては、まず会社の諸機関が法定の権限と義務を忠実に遂行する

ことを基本としております。即ち取締役会は、業務の執行を決定し、取締役の職務の執行状況を監査する

ため、原則毎月１回定例取締役会を、また必要に応じて臨時取締役会を開催しております。会社の業務執

行は、社長（代表取締役）が前述の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」を社内徹底

するとともに、権限と責任を明確にし、円滑な情報の伝達を可能とする組織体制に基づき効率的に行っ

ております。なお、経営会議を原則毎月１回開催し、重要方針及び経営執行に関する基本方針等を審議し

ております。

リスク管理体制は、基本的には内部統制システムと表裏一体なものとなっております。なお、コンプラ

イアンスに関するリスクにつきましては、グループ企業倫理規程を設け、企業の行動目標と行動規準を

明らかにするとともに、法令遵守のための各種研修会を実施することにより、経営層はもとより一般社

員に至るまでコンプライアンスに対する意識の浸透、具体的な行動規範の徹底をはかっており、あわせ

て内部監査及び法務業務の充実に努め、絶えず業務執行の妥当性と適法性のチェックを行っておりま

す。リスクの管理はグループ会社管理規程及び各部門が該当する業務管理規程等に基づき、当該部門担

当取締役の指導の下に行い、当該部門担当取締役は、発生の予見されるリスク及び発生したリスクの対

応について取締役会に報告し、リスク管理上の問題点について速やかに必要な措置を講じるものとして

おります。

なお、リスク管理に係る体制整備については、当社及びグループ各社において行うものとしておりま

す。

　

［取締役会］

取締役の定数につきましては、13名以内とする旨を定款に定めております。

また、当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行うこと及び累積投票によらない旨、定款に

定めております。

当社の取締役会は、１名の社外取締役を含む５名（平成25年６月28日現在）で構成され、原則毎月１

回定例取締役会が開催され、監査役も出席して取締役会の意思決定及び取締役の業務執行状況、リスク

認識を監視しております。

さらに重要案件が生じた場合には、随時臨時取締役会を開催して意思決定をしております。

なお、当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

うことを目的として、会社法第309条第２項の規定によるものとされる決議は、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを

行う旨、定款に定めております。

また、当社は、以下の株主総会決議事項につき取締役会で決議できる旨、定款に定めております。

　

１　機動的な資本政策が遂行できることを目的として、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の

決議によって、自己の株式を取得することができる旨、定款に定めております。

２　株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に

記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項の規定による剰余金

の配当(中間配当)をすることができる旨、定款に定めております。

３　取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できることを目的として、会社法第426条第１項の

規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の取締役及び監査役(取締役及び監査役で

あった者を含む)の責任を法令の限度において免除することができる旨、定款に定めております。
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［監査役・監査役会］

当社は、監査役制度を採用し監査役会を設置しております。

監査役会は、社外監査役２名を含んだ３名（平成25年６月28日現在）で構成しており、定期的に開催

しております。なお、当社の常勤監査役である太田 毅氏は長年経理部門を担当した経験を有しており、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

常勤監査役の監査活動は、監査役会が定めた監査の方針・計画等に従い行われており、監査役会は、原

則として毎月１回開催しております。監査役は、取締役会等の重要な会議への出席のほか、取締役等から

その職務の執行状況等の聴取、重要な決裁書類等の閲覧、業務及び財産の状況の調査、会計監査人からの

監査報告の聴取、子会社からの営業報告の聴取や子会社の業務及び財産状況の調査等により、取締役の

職務の執行を監査しております。

　

［内部監査］

内部監査部署として社長（代表取締役）直属の監査室が設けられており、要員は２名であります。監

査室は、社長（代表取締役）から指示された監査テーマにつき、社長（代表取締役）の承認を得た監査

実施計画に基づき、業務監査を実行するとともに、取締役及び使用人の職務の執行を監査し、その結果を

社長及び監査役等に報告しております。

また、監査室は、内部統制監査の結果について会計監査人及び監査役に報告する等、相互に連携するこ

とにより、会計監査人及び監査役が当社の内部統制に関する理解を深め、より効率的、効果的な監査が行

われるよう努めております。

　

［会計監査人］

会計監査人につきましては、新日本有限責任監査法人を選任しており、同監査法人による監査が四半

期、期末のみならず期中においても適宜実施されております。

当社と同監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ありません。

　

［ＣＳＲ会議］

コーポレート・ガバナンスをより充実し全社横断的なリスク管理を行うため、ＣＳＲ会議規程に基づ

き、社長を議長としたＣＳＲ会議を設置しており、問題点の把握・共有化とリスクの重要性、緊急性に応

じた管理・対応を行っております。
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(4)　会社と社外取締役及び社外監査役の人的・資本的・取引その他の関係

　
・　提出会社の社外取締役及び社外監査役の員数

　当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

平成25年６月28日現在

役名 氏名 略歴

取締役 鍋 島 祐 樹 ＪＦＥスチール株式会社　製鋼技術部長

監査役 江 口 忠 夫 ＪＦＥエンジニアリング株式会社　監査役

監査役 辻　　裕 一
ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社　監査役事
務局部長

　
・　社外取締役及び社外監査役の人的・資本的・取引関係その他の利害関係

　ＪＦＥスチール株式会社は平成25年３月末において当社の議決権を29.2％所有しており、当社と同

社の間には、第１[企業の概況]３[事業の内容]に記載のとおり営業取引がございますが、これは通常

の取引であり、社外取締役個人が直接利害関係を有するものではありません。

　また、ＪＦＥエンジニアリング株式会社は平成23年２月まで当社の議決権を29.2％を所有しており、

当社は同社の重要な関連会社でありました。ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社はＪＦＥ

スチール株式会社及びＪＦＥエンジニアリング株式会社の完全親会社（純粋持株会社）になります

が、社外監査役と当社との取引関係等の利害関係はありません。
　

・　社外取締役又は社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能及び役割

　鍋島 祐樹氏には、これまで培ってきた豊富な業務経験と知識を活かして、客観的な観点から当社の

経営全般に亘り必要な助言をいただくことを期待して社外取締役として招聘いたしました。また、江

口 忠夫、辻 裕一の両氏は経営の客観性や中立性の重視の観点から社外監査役に選任いたしました。

なお、辻 裕一氏はジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の経理部長を担当した経験を有して

おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

　社外取締役及び社外監査役と当社の間に特別な利害関係はありません。
　
・　社外取締役又は社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

　社外取締役及び社外監査役は、出席した取締役会において独立した立場で適宜発言を行うことで企

業統治において重要な役割を果たしており、選任状況は適切であります。

　なお、社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準及び方針は定め

ておりませんが、選任にあたっては証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にして

おります。
　
・　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との連携並びに

内部統制部門との関係

　社外取締役は、取締役会において必要な情報収集を行い、経営者としての経験から適宜質問を行い、

意見交換を行う等連携をはかっております。

　社外監査役は、取締役会や監査役会においてその専門的見地からの報告や発言を適宜行っており、監

査役監査においてはその独立性、中立性、専門性を十分に発揮し、監査を実施するとともに、内部監査

室、他の監査役及び会計監査人と連携をはかり情報収集や意見交換を行っております。
　
・　責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役と会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償

責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく賠償の限度額は100万円または法令が

規定する最低限度額のいずれか高い額であります。

　以上は積極的な経営による企業価値の向上と、社外の有能な人材の確保を目的としたものであります。
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(5)　役員報酬及び監査報酬

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の金額（百万円） 対象となる役
員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
66 57 ─ ─ 9 5

（社外取締役を除く。）
監査役

14 13 ─ ─ 1 1
（社外監査役を除く。）

社外役員 1 1 ─ ─ ― 2

　

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ 役員及び監査の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役の報酬限度額は、平成４年６月26日開催の第88期定時株主総会決議において年額150百万円

以内と決議いただいております。また、監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第90期定時株

主総会決議において年額42百万円以内と決議いただいております。

　

(6)　会計監査の状況

　業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

業務執行社員

谷 上 和 範

新日本有限責任監査法人中 島 康 晴

中 村 裕 輔

　

　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ６名 　

その他 ７名 　

　(注) その他は、会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。
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(7)　株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式
　

　銘柄数 ７ 銘柄

　貸借対照表計上額の合計額 108百万円

　
ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保
有目的

　

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 206,000 27取引関係等の円滑化のため

ＪＦＥ商事ホールディングス㈱ 37,200 16取引関係等の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,560 0 取引関係等の円滑化のため

　
みなし保有株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

東京瓦斯㈱ 1,275,000 497

従業員の退職一時金の原資
として信託拠出しており、当
社が議決権行使の指図権限
を有している。

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 183,000 75

従業員の退職一時金の原資
として信託拠出しており、当
社が議決権行使の指図権限
を有している。

　

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 206,000 40取引関係等の円滑化のため

ジェイ エフ イー ホールディングス㈱ 9,969 17取引関係等の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,560 0 取引関係等の円滑化のため

　
みなし保有株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

東京瓦斯㈱ 1,275,000 655

従業員の退職一時金の原資
として信託拠出しており、当
社が議決権行使の指図権限
を有している。

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 183,000 102

従業員の退職一時金の原資
として信託拠出しており、当
社が議決権行使の指図権限
を有している。

　
(注)１ 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりま

せん。
２ みなし保有株式は、退職給付信託として信託設定したものであり、当社の貸借対照表には計上され
ておりません。なお、みなし保有株式の「貸借対照表計上額（百万円）」欄には、事業年度末日にお
けるみなし保有株式の時価に議決権行使権限の対象となる株式数を乗じて得た額を記載しており
ます。

　
ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

　

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

非監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

非監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

提出会社 21 ― 21 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 21 ― 21 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

　

当連結会計年度

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

　

当連結会計年度

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号）に基づいて作成しております。

　

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年４月１日から平成25

年３月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)の財務諸表

について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準

等の内容を適切に把握し、連結財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入し、監査法人等が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っておりま

す。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,952 1,498

受取手形及び売掛金 *3
 5,453

*3
 5,181

商品及び製品 1,898 2,350

仕掛品 334 385

原材料及び貯蔵品 492 580

繰延税金資産 83 111

その他 149 131

貸倒引当金 △150 △111

流動資産合計 10,213 10,128

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,039 5,116

減価償却累計額 △3,783 △3,891

建物及び構築物（純額） 1,255 1,224

機械装置及び運搬具 15,783 15,949

減価償却累計額 △13,273 △13,652

機械装置及び運搬具（純額） 2,509 2,297

工具、器具及び備品 3,060 2,885

減価償却累計額 △2,906 △2,722

工具、器具及び備品（純額） 153 163

土地 3,293 3,293

リース資産 356 404

減価償却累計額 △139 △184

リース資産（純額） 217 219

建設仮勘定 － 3

有形固定資産合計 *1
 7,429

*1
 7,202

無形固定資産 89 199

投資その他の資産

投資有価証券 93 108

繰延税金資産 28 32

破産更生債権等 46 28

その他 288 146

貸倒引当金 △37 △27

投資その他の資産合計 419 287

固定資産合計 7,937 7,689

資産合計 18,151 17,818
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 *3
 2,639

*3
 2,372

短期借入金 *1
 2,123

*1
 1,603

未払法人税等 232 528

賞与引当金 130 137

その他 *3
 757

*3
 852

流動負債合計 5,881 5,495

固定負債

長期借入金 *1
 1,175

*1
 505

繰延税金負債 361 261

退職給付引当金 236 192

役員退職慰労引当金 41 53

負ののれん 97 86

その他 604 602

固定負債合計 2,517 1,702

負債合計 8,399 7,197

純資産の部

株主資本

資本金 1,855 1,855

資本剰余金 264 264

利益剰余金 7,498 8,341

自己株式 △3 △4

株主資本合計 9,615 10,457

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △0 9

その他の包括利益累計額合計 △0 9

少数株主持分 136 153

純資産合計 9,751 10,620

負債純資産合計 18,151 17,818
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②【連結損益及び包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 14,419 14,274

売上原価 *1, *3
 11,451

*1, *3
 10,872

売上総利益 2,967 3,401

販売費及び一般管理費 *2, *3
 1,932

*2, *3
 1,908

営業利益 1,034 1,492

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 2 1

負ののれん償却額 11 11

貸倒引当金戻入額 35 42

その他 30 37

営業外収益合計 80 94

営業外費用

支払利息 58 40

その他 5 5

営業外費用合計 64 45

経常利益 1,050 1,542

特別利益

固定資産売却益 *4
 5

*4
 1

受取保険金 － 39

貸倒引当金戻入額 117 －

特別利益合計 123 41

特別損失

固定資産除却損 *5
 30

*5
 14

減損損失 48 －

災害による損失 － *6
 58

特別退職金 *7
 33

*7
 5

特別損失合計 112 79

税金等調整前当期純利益 1,061 1,504

法人税、住民税及び事業税 262 648

法人税等調整額 160 △137

法人税等合計 422 510

少数株主損益調整前当期純利益 638 993

少数株主利益 18 18

当期純利益 619 975

少数株主利益 18 18

少数株主損益調整前当期純利益 638 993

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1 9

その他の包括利益合計 *8
 1

*8
 9

包括利益 639 1,003

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 620 984

少数株主に係る包括利益 18 18
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,855 1,855

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,855 1,855

資本剰余金

当期首残高 264 264

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 264 264

利益剰余金

当期首残高 6,977 7,498

当期変動額

剰余金の配当 △98 △131

当期純利益 619 975

当期変動額合計 520 843

当期末残高 7,498 8,341

自己株式

当期首残高 △3 △3

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △4

株主資本合計

当期首残高 9,094 9,615

当期変動額

剰余金の配当 △98 △131

当期純利益 619 975

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 520 842

当期末残高 9,615 10,457
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1 △0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 9

当期変動額合計 1 9

当期末残高 △0 9

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △1 △0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 9

当期変動額合計 1 9

当期末残高 △0 9

少数株主持分

当期首残高 119 136

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16 16

当期変動額合計 16 16

当期末残高 136 153

純資産合計

当期首残高 9,212 9,751

当期変動額

剰余金の配当 △98 △131

当期純利益 619 975

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 18 26

当期変動額合計 538 868

当期末残高 9,751 10,620
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,061 1,504

減価償却費 984 895

減損損失 48 －

負ののれん償却額 △11 △11

貸倒引当金の増減額（△は減少） △904 △48

賞与引当金の増減額（△は減少） △19 7

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

9 106

受取利息及び受取配当金 △3 △2

支払利息 58 40

固定資産除売却損益（△は益） 24 13

売上債権の増減額（△は増加） △423 272

たな卸資産の増減額（△は増加） 441 △591

破産更生債権等の増減額（△は増加） 898 18

仕入債務の増減額（△は減少） 160 △344

その他 70 137

小計 2,396 1,996

利息及び配当金の受取額 3 2

利息の支払額 △61 △41

法人税等の支払額 △264 △349

保険金の受取額 － 39

災害損失の支払額 － △58

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,073 1,589

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,108 △580

有形固定資産の売却による収入 11 2

無形固定資産の取得による支出 △43 △119

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,140 △697

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 300 △300

長期借入金の返済による支出 △1,089 △889

リース債務の返済による支出 △74 △86

セール・アンド・リースバックによる収入 134 64

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △98 △131

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △829 △1,346

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 102 △453

現金及び現金同等物の期首残高 1,849 1,952

現金及び現金同等物の期末残高 *
 1,952

*
 1,498
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【注記事項】

　

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　

１  連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数

４社

連結子会社の名称

日鋳商事株式会社

株式会社鶴見工材センター

日鋳サービス株式会社

利根鉄工株式会社

　

２  持分法の適用に関する事項

(1)　持分法を適用した非連結子会社数

なし

(2)　持分法を適用した関連会社数

なし

　

３  連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　

４　会計処理基準に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

ａ　その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

　

②  たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

ａ　商品及び製品

移動平均法を採用しております。

ｂ　仕掛品

移動平均法を採用しております。

ｃ　原材料及び貯蔵品

主に移動平均法を採用しております。
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(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

主に定額法を採用しております。ただし、連結子会社については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物 ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

　

　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より平成24年４月１日以後に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微

であります。

　

②  無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用分） ５年 （社内における利用可能期間）

　

③  リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証のある場合は残価保証額）とする定額法を採

用しております。

　

(3)　重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

売掛債権等の取立不能に備えて、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　

②  賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額のうち当連結会計年度に帰属する額を計上して

おります。

　

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法によ

り、費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

10年による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。
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(4)　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。

  

(5)　負ののれんの償却に関する事項

平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、その発生事由により５年間及び20年

間で均等償却しております。

　

(6)　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　

(7)　その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

  

　

（未適用の会計基準等）

　

・「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号  平成24年５月17日)

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日)

　

(1) 概要

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未

認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正さ

れたものです。

　

(2) 適用予定日

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正につい

ては、平成27年３月期の期首より適用予定です。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。
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（連結貸借対照表関係）

　

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

土地 935百万円 935百万円

建物 766〃 756〃

機械装置 2,287〃 2,121〃

計 3,988百万円 3,812百万円

　

　担保付債務は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

短期借入金 108百万円 308百万円

長期借入金 190〃 82 〃

計 298百万円 390百万円

上記の資産に対する根抵当権限度額 10百万円 10百万円

　

　

２　保証債務

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

住宅財形融資制度に基づく従業員の銀
行からの借入保証額

28百万円 23百万円

　

　

※３　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が

行われたものとして処理しております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

受取手形 446百万円 411百万円

支払手形 382〃 445〃

設備関係支払手形 17 〃 52 〃
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（連結損益及び包括利益計算書関係)

　

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。
　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

売上原価 8百万円 1百万円

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

運送費 437百万円 469百万円

給料手当 588〃 549〃

退職給付費用 50 〃 47 〃

賞与引当金繰入額 43 〃 47 〃

役員退職慰労引当金繰入額 12 〃 12 〃

減価償却費 42 〃 39 〃

　

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。
　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

一般管理費 16百万円 21百万円

当期製造費用 2 〃 2 〃

計 19百万円 23百万円

　

※４　固定資産売却益の主な内容は、次のとおりであります。
　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

工具、器具及び備品 5百万円 1百万円

　

※５　固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであります。
　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

機械装置及び運搬具 10百万円 6百万円

工具、器具及び備品 0 〃 7 〃

　

※６　災害による損失
　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

火災損失 ― 百万円 48百万円

風災損失 ― 〃 10 〃

計 ― 百万円 58百万円
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※７　特別退職金
　

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）
　

特別退職金は、早期退職制度実施に伴う特別割増退職金であります。
　
当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　
特別退職金は、早期退職制度実施に伴う特別割増退職金であります。

　

※８　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金 　 　

当期発生額 2 百万円 14 百万円

組替調整額 ―   〃 △0   〃

  税効果調整前 2 百万円 14 百万円

  税効果額 △0   〃 △5   〃

  その他有価証券評価差額金 1 百万円 9 百万円

その他の包括利益合計 1 百万円 9 百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

　
前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 32,930,749 ― ― 32,930,749

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 19,657 137 ― 19,794

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 137株
　

３　配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年6月29日
定時株主総会

普通株式 98 3.00平成23年3月31日 平成23年6月30日

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 131 4.00平成24年3月31日 平成24年6月28日

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 32,930,749 ― ― 32,930,749

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 19,794 4,201 ― 23,995

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 4,201株
　

３　配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年6月27日
定時株主総会

普通株式 131 4.00平成24年3月31日 平成24年6月28日

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年6月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 197 6.00平成25年3月31日 平成25年6月27日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金 1,952百万円 1,498百万円

現金及び現金同等物 1,952百万円 1,498百万円

　

（リース取引関係）

　

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、ＧＸの型枠及び管理業務におけるコンピュータ設備（工具、器具及び備品）であります。

  

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

47/93



　

（金融商品関係）

　
１　金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金

融機関からの借入れによっております。

　

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主

に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に設備投資に

必要な資金調達を目的としたものであり、このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒

されております。

　

（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとに期日及び残高を管

理するとともに、与信管理規定等に沿って財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

はかっております。

　

② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等の把握を行ってお

ります。

　

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

適時に資金繰計画を作成し、流動性リスクを管理しております。

　

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　 連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

　 （百万円） （百万円） （百万円）

（1）現金及び預金 1,952 1,952 ―

（2）受取手形及び売掛金 5,453 5,453 ―

（3）投資有価証券 44 44 ―

（4）支払手形及び買掛金 (2,639) (2,639) ―

（5）短期借入金 (1,250) (1,250) ―

（6）長期借入金 (2,048) (2,068) 19

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　 連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

　 （百万円） （百万円） （百万円）

（1）現金及び預金 1,498 1,498 ―

（2）受取手形及び売掛金 5,181 5,181 ―

（3）投資有価証券 59 59 ―

（4）支払手形及び買掛金 (2,372) (2,372) ―

（5）短期借入金 (　950) (  950) ―

（6）長期借入金 (1,159) (1,171) 12

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　

（3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照くだ

さい。

　

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　

（6）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。なお、短期借入金に含まれる１年以内返済予定の長期借

入金を含めております。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　
（単位：百万円）

区分 平成24年３月31日 平成25年３月31日

非上場株式 48 48

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投
資有価証券」には含めておりません。

　

(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　 １年以内

　 （百万円）

現金及び預金 1,940

受取手形及び売掛金 5,453

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　 １年以内

　 （百万円）

現金及び預金 1,492

受取手形及び売掛金 5,181

　

(注４) 長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（リース債務の返還予定額には残価保証額は含めておりません。）
　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

　 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

短期借入金 1,250 ― ― ― ― ―

長期借入金 873 653 381 95 45 ―

リース債務 74 63 50 35 4 0

合計 2,197 716 432 131 49 0

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

　 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

短期借入金 950 ― ― ― ― ―

長期借入金 653 365 95 45 ― ―

リース債務 83 71 49 14 2 ―

合計 1,687 436 144 59 2 ―
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（有価証券関係）
　

１ その他有価証券

前連結会計年度（平成24年３月31日）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

　 （百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 16 6 10

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 16 6 10

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 27 38 △10

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 27 38 △10

合計 44 45 △0
　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

　 （百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 59 45 14

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 59 45 14

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 59 45 14

　

２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）
　

該当事項はありません。
　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）
　

該当事項はありません。
　
（デリバティブ取引関係）
　
当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。

　

次へ

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

51/93



（退職給付関係）

　

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社の２社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制

度（子会社のうち１社は自社の退職金制度）を設けております。

また、一部の連結子会社は中小企業退職金共済制度（中退共）に加入しております。なお、当社にお

いては、退職給付信託を設定しております。

　

２　退職給付債務に関する事項

（百万円）

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

イ 退職給付債務 △1,760　 △1,963　

ロ 年金資産 1,326　 1,610　

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △433　 △352　

ニ 未認識数理計算上の差異 306　 149　

ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) 138　 120　

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) 11　 △82　

ト 前払年金費用 248　 109　

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △236　 △192　

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

（百万円）

　
前連結会計年度

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

イ 勤務費用 102(注) 99(注)

ロ 利息費用 35　 34　

ハ 期待運用収益 △10　 △10　

ニ 過去勤務債務の費用処理額 18　 18　

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 54　 43　

ヘ 中小企業退職金共済制度掛金等 0　 0　

ト 臨時に支払った割増退職金等 33　 5　

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 234　 192　

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　

イ 退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

　

ロ 割引率

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

2.0％ 1.5％

　

ハ 期待運用収益率

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

0.8％ 0.8％

　

ニ 過去勤務債務の額の処理年数

10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、費用処理して

おります。)

　

ホ 数理計算上の差異の処理年数

10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しております。)
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　

　 　
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 　
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

繰延税金資産 　 　 　 　 　 　

　退職給付引当金 　 65百万円 　 103百万円

　賞与引当金 　 49 〃 　 53 〃

　役員退職慰労引当金 　 14 〃 　 19 〃

　貸倒引当金 　 1  〃 　 9  〃

　固定資産減損損失 　 145 〃 　 144 〃

　資産除去債務 　 58 〃 　 57 〃

　未払事業税 　 17 〃 　 40 〃

　たな卸資産評価損 　 8  〃 　 11 〃

　繰越欠損金 　 3  〃 　 9  〃

　その他 　 32 〃 　 24 〃

繰延税金資産小計 　 397百万円 　 471百万円

評価性引当額 　 △212 〃 　 △154 〃

繰延税金資産合計 　 185百万円 　 317百万円
　 　 　 　 　 　 　

繰延税金負債 　 　 　 　 　 　

　買換資産圧縮積立金 　 △309　〃 　 △309　〃

　その他有価証券評価差額金 　 ―  〃 　 △5  〃

　子会社全面時価評価による
　繰延税金負債

　 △115 〃 　 △115 〃

　資産除去債務 　 △10 〃 　 △5  〃

繰延税金負債合計 　 △435 〃 　 △435 〃

繰延税金資産(負債)純額 　 △250百万円 　 △117百万円
　
(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産(負債)の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。
　

　 　
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 　
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

流動資産―繰延税金資産 　 83百万円 　 111百万円

固定資産―繰延税金資産 　 28 〃 　 32 〃

固定負債―繰延税金負債 　 361 〃 　 261 〃
　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
　

　 　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

法定実効税率 　 　 ― 　 38.0％

（調整） 　 　 　 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 　 　 ― 　 0.5％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 　 　 ― 　 △0.8％

住民税均等割 　 　 ― 　 0.6％

負ののれん償却額 　 　 ― 　 △0.3％

評価性引当額の増減額 　 　 ― 　 △4.1％

連結消去受取配当金 　 　 ― 　 0.6％

復興特別法人税分の税率差異 　 　 ― 　 △0.5％

その他 　 　 ― 　 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等負担率 　 　 ― 　 33.9％
　
(注) 前連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の100分の５以下であるため注記を省略しております。
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（企業結合等関係）

　
該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
　

(1) 当該資産除去債務の概要

当社保有の建物の一部についてはアスベストを含有した建材が使用されており、当該建物の使用期

限を迎えた時点で除去する義務を有しているため、法令上の義務により資産除去債務を計上しており

ます。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、使用見込期間を７年～９年と見積り、割引率

は0.583％～0.935％を使用しております。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　

　
前連結会計年度

(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

期首残高 173百万円 164百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― 〃 ― 〃

時の経過による調整額 1 〃 1 〃

資産除去債務の履行による減少額 △10 〃 △5 〃

期末残高 164百万円 161百万円

　

（賃貸等不動産関係）

　
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

　

【セグメント情報】

　

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、販売市場・顧客の種類・業界に特有の規制環境等の類似性を考慮し、事業活動を展開しておりま

す。

従って、当社は販売市場の類似性を基礎とした事業別セグメントから構成されており、「ダクタイル鋳鉄

関連」及び「樹脂管・ガス関連」の２つを報告セグメントとしております。

「ダクタイル鋳鉄関連」は、水道用ダクタイル鋳鉄管、水道用異形管、上下水道用FEM鉄蓋、水道用付属部品

の製造販売及び水道施設工事業、エンジニアリング事業を行っております。「樹脂管・ガス関連」は、ガス用

ダクタイル鋳鉄管、ガス用異形管、ガス用FEM鉄蓋、ガス用付属部品、ポリエチレン管、レジンコンクリート製

品の製造販売、ガス用配管材等の保管及び輸送、産業廃棄物の収集、運搬及び積み替え保管、古鉄類（金属、樹

脂等）の販売を行っております。
　
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。セグメント間の取引は、会社間の取引であり、

市場価格等に基づいております。
　
３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　 報告セグメント

合計
調整額
(注)

連結財務諸
表計上額　

ダクタイル
鋳鉄関連

樹脂管・
ガス関連

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 12,525 1,893 14,41914,419 ― 14,419

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 32 32 32 △32 ―

計 12,525 1,926 14,45214,452 △32 14,419

セグメント利益 748 287 1,036 1,036 △1 1,034

セグメント資産 14,390 1,673 16,06316,063 2,087 18,151

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費 934 50 984 984 ― 984

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,080 17 1,097 1,097 ― 1,097

(注) 調整額は、以下のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額 △1百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額 2,087百万円の主なものは、当社での余資運用資金（現預金）、長期投資

資金（投資有価証券）に係る資産等であります。
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当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　 報告セグメント

合計
調整額
(注)

連結財務諸
表計上額　

ダクタイル
鋳鉄関連

樹脂管・
ガス関連

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 12,615 1,659 14,27414,274 ― 14,274

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 34 34 34 △34 ―

計 12,615 1,693 14,30814,308 △34 14,274

セグメント利益 1,269 222 1,492 1,492 0 1,492

セグメント資産 14,687 1,612 16,29916,299 1,518 17,818

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費 845 50 895 895 ― 895

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

774 30 805 805 ― 805

(注) 調整額は、以下のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額 0百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額 1,518百万円の主なものは、当社での余資運用資金（現預金）、長期投資

資金（投資有価証券）に係る資産等であります。

(3) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減

価償却資産の減価償却の方法（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変

更）」に記載のとおり連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より平成24年４月１

日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

この変更による当連結会計年度のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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【関連情報】

　

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連する主な報告セグメントの名称

太三機工㈱ 2,328ダクタイル鋳鉄関連

安田㈱ 2,211ダクタイル鋳鉄関連

東京瓦斯㈱ 1,453樹脂管・ガス関連

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連する主な報告セグメントの名称

太三機工㈱ 2,536ダクタイル鋳鉄関連

安田㈱ 2,383ダクタイル鋳鉄関連
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　（単位：百万円）

　 報告セグメント
合計

　 ダクタイル鋳鉄関連 樹脂管・ガス関連 計

減損損失 47 1 48 48

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）
　

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　

平成22年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、

以下のとおりであります。

　（単位：百万円）

　 報告セグメント
合計

　 ダクタイル鋳鉄関連 樹脂管・ガス関連 計

当期償却額 11 ― 11 11

当期末残高 97 ― 97 97

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　

平成22年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、

以下のとおりであります。

　（単位：百万円）

　 報告セグメント
合計

　 ダクタイル鋳鉄関連 樹脂管・ガス関連 計

当期償却額 11 ― 11 11

当期末残高 86 ― 86 86

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　
該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当時者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主

会社等

　

東京瓦斯㈱
東京都

港区
141,844

ガスの製造

・供給及び

販売等

(被所有)

直接

10.1

　

製品の売

上、ガス用

配管材等

保管の受

注先

製 品 の 売

上、ガス用

配管材等保

管の受注

1,453売掛金 114

(注) １ 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

　

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

重要な影響を及ぼす取引がないため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　

　 前連結会計年度 当連結会計年度
　 （自 平成23年４月１日 （自 平成24年４月１日
　 至 平成24年３月31日）至 平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 292.15円 318.08円

１株当たり当期純利益金額 18.82円 29.63円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお
りません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　
　 前連結会計年度 当連結会計年度
　 （自 平成23年４月１日 （自 平成24年４月１日
　 至 平成24年３月31日）至 平成25年３月31日）

当期純利益(百万円) 619 975

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 619 975

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,910 32,909

　

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

　
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成24年３月31日） （平成25年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円) 9,751 10,620

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

136 153

(うち少数株主持分（百万円）） (　136) (　153)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 9,615 10,467

１株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数(千株)

32,910 32,906

　

　

（重要な後発事象）

　
該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,250 950 0.7 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 873 653 1.7 ―

１年以内に返済予定のリース債務 74 83 ─ ─

長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く。）

1,175 505 1.8
平成26年４月30日～
平成28年８月31日

リース債務（１年以内に返済予定の
ものを除く。）

154 146 ─
平成26年４月30日～
平成30年１月31日

合計 3,527 2,339 1.1 ―

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。
２ リース債務は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定しております。そのためリース債務の平均利率については、記載を省略し
ております。

３ 長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における
１年ごとの返済予定額は以下のとおりであります。なお、リース債務の返還予定額には残価保証額
は含まれておりません。

　

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 365 95 45 ―

リース債務 71 49 14 2

　

【資産除去債務明細表】

　

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及

び当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略して

おります。
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（2）【その他】

　

１　連結会計年度終了後の状況

　

特記事項はありません。

　

２　当連結会計年度における四半期情報等

　

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 2,746 6,619 11,102 14,274

税金等調整前
四半期(当期)純利益金額

(百万円) 228 596 1,206 1,504

四半期(当期)純利益金額 (百万円) 136 361 735 975

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 4.15 10.98 22.34 29.63

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 4.15 6.82 11.36 7.29

　

３　重要な訴訟事件等

当社はダクタイル鋳鉄管直管の取引に関し、公正取引委員会より平成11年４月22日付で独占禁止

法違反の審決を受け、同年12月22日付で同法第48条の２第１項の規定による課徴金10億53百万円の

納付命令を受けました。その後、平成12年１月20日の不服申立て、審判手続きを経て、平成21年６月

に課徴金10億53百万円の納付を命令する審決の送達を受けました。当社は同審決に対し、同年７月

17日に東京高等裁判所に審決取消訴訟を提起し、平成23年10月28日に敗訴いたしました。同年11月

９日に最高裁判所に上告並びに上告受理申立を提起しましたが、平成24年10月25日に最高裁判所よ

り本件上告を棄却し、本件を上告審として受理しないものとする決定通知を受けました。

なお、課徴金10億53百万円については、平成21年９月１日に国庫に納付済みです。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,054 909

受取手形 *2, *5
 4,159

*5
 3,087

売掛金 *2
 978

*2
 1,712

完成工事未収入金 *2
 29

*2
 11

製品 *1
 1,841

*1
 2,295

仕掛品 290 331

原材料及び貯蔵品 477 563

前払費用 7 6

繰延税金資産 76 94

未収入金 128 131

関係会社短期貸付金 123 133

その他 5 1

貸倒引当金 △166 △122

流動資産合計 9,006 9,154

固定資産

有形固定資産

建物 3,507 3,531

減価償却累計額 △2,653 △2,713

建物（純額） 853 818

構築物 749 777

減価償却累計額 △654 △671

構築物（純額） 94 106

機械及び装置 14,403 14,586

減価償却累計額 △12,079 △12,435

機械及び装置（純額） 2,324 2,150

車両運搬具 145 134

減価償却累計額 △145 △133

車両運搬具（純額） 0 1

工具、器具及び備品 2,843 2,661

減価償却累計額 △2,708 △2,510

工具、器具及び備品（純額） 134 151

土地 2,709 2,709

リース資産 277 331

減価償却累計額 △106 △148

リース資産（純額） 170 183

有形固定資産合計 *3
 6,287

*3
 6,121

無形固定資産

借地権 15 15

ソフトウエア 60 172

その他 6 6

無形固定資産合計 83 195
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 93 108

関係会社株式 216 216

関係会社長期貸付金 267 200

前払年金費用 248 109

その他 26 22

貸倒引当金 △7 △4

投資その他の資産合計 844 651

固定資産合計 7,214 6,969

資産合計 16,221 16,123

負債の部

流動負債

支払手形 *5
 1,311

*5
 1,341

買掛金 *2
 607

*2
 556

短期借入金 1,250 *3
 950

1年内返済予定の長期借入金 *3
 873

*3
 653

リース債務 58 68

未払金 412 430

未払費用 37 33

未払法人税等 197 503

預り金 53 63

関係会社預り金 100 120

賞与引当金 115 122

資産除去債務 4 －

その他 *5
 79

*5
 125

流動負債合計 5,102 4,967

固定負債

長期借入金 *3
 1,159

*3
 505

リース債務 119 123

繰延税金負債 243 143

退職給付引当金 201 153

役員退職慰労引当金 40 51

資産除去債務 159 161

長期預り保証金 147 152

その他 142 142

固定負債合計 2,214 1,433

負債合計 7,316 6,401
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,855 1,855

資本剰余金

資本準備金 264 264

資本剰余金合計 264 264

利益剰余金

利益準備金 463 463

その他利益剰余金

買換資産圧縮積立金 559 558

別途積立金 5,362 5,362

繰越利益剰余金 402 1,211

利益剰余金合計 6,788 7,596

自己株式 △3 △4

株主資本合計 8,905 9,712

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △0 9

評価・換算差額等合計 △0 9

純資産合計 8,904 9,721

負債純資産合計 16,221 16,123
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 12,232 12,126

売上原価

製品期首たな卸高 *1
 2,144

*1
 1,841

当期商品仕入高 2,470 2,546

当期製品製造原価 *5
 7,015

*5
 7,074

合計 11,631 11,462

他勘定振替高 0 29

製品期末たな卸高 *1
 1,841

*1
 2,295

売上原価合計 *2
 9,788

*2
 9,138

売上総利益 2,444 2,988

販売費及び一般管理費 *4, *5
 1,626

*4, *5
 1,614

営業利益 817 1,373

営業外収益

受取利息 6 6

受取配当金 *3
 17

*3
 24

業務受託手数料 7 7

貸倒引当金戻入額 64 46

その他 23 31

営業外収益合計 119 115

営業外費用

支払利息 58 41

その他 3 2

営業外費用合計 61 43

経常利益 875 1,445

特別利益

固定資産売却益 *6
 5

*6
 1

受取保険金 － 39

貸倒引当金戻入額 112 －

特別利益合計 117 40

特別損失

固定資産除却損 *7
 30

*7
 13

減損損失 48 －

災害による損失 － *8
 58

特別退職金 *9
 33

*9
 5

特別損失合計 112 77

税引前当期純利益 880 1,408

法人税、住民税及び事業税 195 591

法人税等調整額 149 △121

法人税等合計 344 469

当期純利益 535 939
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 3,36248.0 3,43248.1

Ⅱ　労務費 　 1,34219.1 1,40219.6

Ⅲ　経費 ※ 2,30532.9 2,30232.3

当期総製造費用 　 7,010100.0 7,136100.0

仕掛品期首たな卸高 　 318　 290　

他勘定受入高 　 17　 16　

合計 　 7,346　 7,444　

他勘定振替高 　 40　 38　

仕掛品期末たな卸高 　 290　 331　

当期製品製造原価 　 7,015　 7,074　

　 　 　 　 　 　
　
　(注) ※  主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度（百万円） 当事業年度（百万円）

外注加工費 507 480

減価償却費 781 710

修繕費 355 425

支払電力料 189 245

運送費 102 113

　

（原価計算の方法）

鋳鉄管、鉄蓋及び樹脂管部門は、組別総合原価計算を工事部門は実際原価による個別原価計算で実

施しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,855 1,855

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,855 1,855

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 264 264

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 264 264

資本剰余金合計

当期首残高 264 264

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 264 264

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 463 463

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 463 463

その他利益剰余金

買換資産圧縮積立金

当期首残高 523 559

当期変動額

買換資産圧縮積立金の取崩 △1 △1

買換資産圧縮積立金の積立 37 －

当期変動額合計 36 △1

当期末残高 559 558

別途積立金

当期首残高 5,362 5,362

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,362 5,362

繰越利益剰余金

当期首残高 1 402

当期変動額

剰余金の配当 △98 △131

当期純利益 535 939

買換資産圧縮積立金の取崩 1 1

買換資産圧縮積立金の積立 △37 －

当期変動額合計 400 809

当期末残高 402 1,211
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 6,351 6,788

当期変動額

剰余金の配当 △98 △131

当期純利益 535 939

買換資産圧縮積立金の取崩 － －

買換資産圧縮積立金の積立 － －

当期変動額合計 436 808

当期末残高 6,788 7,596

自己株式

当期首残高 △3 △3

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △4

株主資本合計

当期首残高 8,468 8,905

当期変動額

剰余金の配当 △98 △131

当期純利益 535 939

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 436 807

当期末残高 8,905 9,712

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1 △0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 9

当期変動額合計 1 9

当期末残高 △0 9

評価・換算差額等合計

当期首残高 △1 △0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 9

当期変動額合計 1 9

当期末残高 △0 9

純資産合計

当期首残高 8,467 8,904

当期変動額

剰余金の配当 △98 △131

当期純利益 535 939

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 9

当期変動額合計 437 816

当期末残高 8,904 9,721
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【注記事項】

　

（重要な会計方針）

　

１　有価証券の評価基準及び評価方法

（1） 子会社株式

移動平均法による原価法

（2） その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

　

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

（1）原材料及び貯蔵品

移動平均法を採用しております。

（2）製品・仕掛品

移動平均法を採用しております。

　

３　固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物 ２～50年

機械及び装置 ２～15年

　

（2） 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用分） 5年 （社内における利用可能期間）

　

（3） リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証のある場合は残価保証額）とする定額法を採

用しております。
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４　引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金

売掛債権等の取立不能に備えて、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　

（2） 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上しておりま

す。

　

（3） 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法により、

費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の10年に

よる定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　

（4） 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

  

５　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。

　

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表関係）

　

※１　製品には区分が困難なため仕入商品も含んでおります。

  

※２　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている主なものは、次のとおりであります。

　

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

受取手形 875百万円 ― 百万円

売掛金 94 〃 886〃

完成工事未収入金 17 〃 11 〃

買掛金 180〃 150〃

　

※３　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

土地 935百万円 935百万円

建物 766〃 756〃

機械及び装置 2,287〃 2,121〃

計 3,988百万円 3,812百万円

　

担保付債務は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

短期借入金 ― 百万円 200百万円

１年以内返済予定の長期借入金 108　 108〃

長期借入金 190〃 82 〃

計 298百万円 390百万円

上記の資産に対する根抵当権限度額 10百万円 10百万円

　

　４　保証債務

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)
住宅財形融資制度に基づく従業員の銀
行からの借入保証額

28百万円 23百万円

　

※５　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたもの

として処理しております。

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

受取手形 376百万円 366百万円

支払手形 382〃 445〃

設備関係支払手形 17 〃 52 〃
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（損益計算書関係）
　
※１　製品期首たな卸高及び製品期末たな卸高には区分が困難なため仕入商品も含んでおります。
　

※２　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

売上原価 8百万円 1百万円
　

※３　各科目に含まれている関係会社に対する主なものは、次のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

受取配当金 15百万円 23百万円
　

※４　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

運送費 424百万円 458百万円

給料手当 421〃 390〃

賞与 118〃 122〃

法定福利費 97 〃 90 〃

賞与引当金繰入額 37 〃 41 〃

退職給付費用 48 〃 45 〃

役員退職慰労引当金繰入額 11 〃 11 〃

減価償却費 29 〃 24 〃
　 　 　 　 　

おおよその割合 　 　 　 　

販売費 60 ％ 58 ％

一般管理費 40 〃 42 〃
　

※５　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

一般管理費 16百万円 21百万円

当期製造費用 2 〃 2 〃

計 19百万円 23百万円
　

※６　固定資産売却益の主な内容は、次のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

工具、器具及び備品 5百万円 1百万円
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※７　固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

機械及び装置 10百万円 5百万円

工具、器具及び備品 0 〃 7 〃

　

※８　災害による損失
　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

火災損失 ― 百万円 48百万円

風災損失 ― 〃 10 〃

計 ― 百万円 58百万円
　
　

※９　特別退職金
　
前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）
　
特別退職金は、早期退職制度実施に伴う特別割増退職金であります。

　
当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）
　
特別退職金は、早期退職制度実施に伴う特別割増退職金であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

　

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　

自己株式に関する事項

　

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 19,657 137 ― 19,794

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 137株

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　

自己株式に関する事項

　

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 19,794 4,201 ― 23,995

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 4,201株

　

（リース取引関係）

　

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、ＧＸの型枠及び管理業務におけるコンピュータ設備（工具、器具及び備品）であります。

　

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３ 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

（有価証券関係）

　

子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時

価を記載しておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおり

です。

　 　 (単位：百万円)

区分
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

子会社株式 216 216
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（税効果会計関係）

　
１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　

　 　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産 　 　 　 　 　 　

　退職給付引当金 　 52百万円 　 89百万円

　賞与引当金 　 43  〃 　 46　〃

　役員退職慰労引当金 　 14  〃 　 18  〃

　貸倒引当金 　 5  〃 　 0  〃

　固定資産減損損失 　 145 〃 　 144 〃

　資産除去債務 　 58 〃 　 57 〃

　たな卸資産評価損 　 4  〃 　 2  〃

　未払事業税 　 15 〃 　 38 〃

　その他 　 13 〃 　 15 〃

繰延税金資産小計 　 353百万円 　 412百万円

評価性引当額 　 △199 〃 　 △142 〃

繰延税金資産合計 　 153百万円 　 270百万円

　 　 　 　 　 　 　

繰延税金負債 　 　 　 　 　 　

　買換資産圧縮積立金 　 △309 〃 　 △309 〃

　その他有価証券評価差額金 　 ―  〃 　 △5  〃

　資産除去債務 　 △10 〃 　 △5  〃

繰延税金負債合計 　 △320 〃 　 △319 〃

繰延税金資産（負債）純額 　 △166百万円 　 △49百万円
　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
　

　 　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

法定実効税率 　 　 ― 　 38.0％

（調整） 　 　 　 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 　 　 ― 　 0.4％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 　 　 ― 　 △0.8％

住民税均等割 　 　 ― 　 0.5％

評価性引当額の増減額 　 　 ― 　 △4.3％

復興特別法人税分の税率差異 　 　 ― 　 △0.6％

その他 　 　 ― 　 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 　 ― 　 33.3％
　
(注) 前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

　

　 前事業年度 当事業年度
　 （自 平成23年４月１日 （自 平成24年４月１日
　 至 平成24年３月31日）至 平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 270.58円 295.44円

１株当たり当期純利益金額 16.27円 28.56円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお
りません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　
　 前事業年度 当事業年度
　 （自 平成23年４月１日 （自 平成24年４月１日
　 至 平成24年３月31日）至 平成25年３月31日）

当期純利益(百万円) 535 939

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 535 939

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,910 32,909

　

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

　
前事業年度 当事業年度

（平成24年３月31日） （平成25年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円) 8,904 9,721

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 8,904 9,721

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数(千株)

32,910 32,906

　

（重要な後発事象）

　
該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　
有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により
記載を省略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 3,507 38 14 3,531 2,713 73 818

構築物 749 28 ― 777 671 17 106

機械及び装置 14,403 323 140 14,58612,435 490 2,150

車両運搬具 145 1 11 134 133 0 1

工具、器具及び備
品

2,843 200 382 2,661 2,510 114 151

土地 2,709 ― ― 2,709 ― ― 2,709

リース資産 277 80 26 331 148 67 183

建設仮勘定 ― 10 10 ― ― ― ―

有形固定資産計 24,635 683 585 24,73318,612 763 6,121

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

借地権 15 ― ― 15 ― ― 15

ソフトウェア 572 127 4 695 522 10 172

その他 6 ― ― 6 ― ― 6

無形固定資産計 594 127 4 717 522 10 195

長期前払費用 ― ― ― 0 0 2 0

　
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置
小管粉体　中摺り粉体塗装ラ
イン化工事

45百万円

工具、器具及び備品 直管用金枠 115 〃

リース資産 ＧＸ型枠 63 〃

ソフトウェア 販売出荷管理システム 114 〃
　

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 小管精整　フレキパイプ 46百万円

工具、器具及び備品 直管用金枠 307 〃

　
セールアンドリースバック取
引による売却

61 〃
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３ 長期前払費用は「投資その他の資産」の「その他」に含まれております。
　

４ 長期前払費用の金額が資産総額の１％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」及び「当
期減少額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

　

区分 　
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 （注） 174 127 ― 173 127

賞与引当金 　 115 122 115 ― 122

役員退職慰労引当金 　 40 11 ― ― 51

(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（2）【主な資産及び負債の内容】

　

①　現金及び預金

　

区分 金額（百万円）

現金 1

預金 　

当座預金 822

普通預金 85

計 907

合計 909

　

②　受取手形

相手先別内訳

　

相手先 金額（百万円）

太三機工㈱ 873

安田㈱ 733

㈱西武管商 512

三條機材㈱ 285

山信㈱ 176

その他 505

合計 3,087

　

期日別内訳

　

期日 金額（百万円）

平成25年４月満期 1,024

平成25年５月満期 722

平成25年６月満期 638

平成25年７月満期 702

合計 3,087
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③　売掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額（百万円）

日鋳商事㈱ 856

太三機工㈱ 236

安田㈱ 179

㈱西武管商 65

㈱ナンブ 58

その他 315

合計 1,712

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　
当期首残高
（百万円）
（Ａ）

当期発生高
（百万円）
（Ｂ）

当期回収高
（百万円）
（Ｃ）

当期末残高
（百万円）
（Ｄ）

回収率
（％）

＝
Ｃ

×100
Ａ＋Ｂ

滞留期間
（日）

＝
（Ａ＋Ｄ）
×1/2
Ｂ÷365

978 13,10412,371 1,712 87.8 37.5

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれておりま
す。

　

④　完成工事未収入金

相手先別内訳

　

相手先 金額（百万円）

ＪＦＥスチール㈱ 11

(注) 滞留しているものはありません。
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⑤　製品

　

区分 金額（百万円）

鋳鉄管 1,778

鉄蓋 71

樹脂管 120

その他 325

合計 2,295

　

⑥　仕掛品

　

区分 金額（百万円）

鋳鉄管 294

鉄蓋 25

樹脂管 7

その他 3

合計 331

　

⑦　原材料及び貯蔵品

　

区分 金額（百万円）

鋼屑 52

社内原料関係 24

樹脂 52

補助材料 126

消耗品他 268

その他 39

合計 563
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⑧　支払手形

相手先別内訳

　

相手先 金額（百万円）

名神㈱ 155

㈱吉田鉄工営業部 127

フジポリマー㈱ 61

㈱丸阪 54

西条護謨㈱ 54

その他 888

合計 1,341

　

期日別内訳

　

期日 金額（百万円）

平成25年４月満期 431

平成25年５月満期 344

平成25年６月満期 335

平成25年７月満期 229

合計 1,341

　

⑨　買掛金

　

相手先 金額（百万円）

利根鉄工㈱ 111

ＪＦＥ商事㈱ 48

ＪＦＥスチール㈱ 35

名神㈱ 27

豊田通商㈱ 22

その他 309

合計 556
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⑩　短期借入金

　

区分 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 200

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 200

その他６行 550

合計 950

　

⑪　１年以内返済予定の長期借入金

　

区分 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 108

日本生命保険(相) 88

㈱三井住友銀行 83

明治安田生命保険(相) 82

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 68

その他７行 223

合計 653

　

　

⑫　長期借入金

　

区分 金額（百万円）

明治安田生命保険(相) 94

㈱みずほコーポレート銀行 82

㈱群馬銀行 78

日本生命保険(相) 46

㈱商工中央金庫 45

その他６行 160

合計 505
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（3）【その他】

　

①　決算日後の状況

特記事項はありません。

　

②　重要な訴訟事件等

当社はダクタイル鋳鉄管直管の取引に関し、公正取引委員会より平成11年４月22日付で独占禁止法

違反の審決を受け、同年12月22日付で同法第48条の２第１項の規定による課徴金10億53百万円の納付

命令を受けました。その後、平成12年１月20日の不服申立て、審判手続きを経て、平成21年６月に課徴

金10億53百万円の納付を命令する審決の送達を受けました。当社は同審決に対し、同年７月17日に東

京高等裁判所に審決取消訴訟を提起し、平成23年10月28日に敗訴いたしました。同年11月９日に最高

裁判所に上告並びに上告受理申立を提起しましたが、平成24年10月25日に最高裁判所より本件上告を

棄却し、本件を上告審として受理しないものとする決定通知を受けました。

なお、課徴金10億53百万円については、平成21年９月１日に国庫に納付済みです。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

特別口座の振替 　

　　取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　　株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。ただし事故その他のやむを得ない
事由により電子公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載してお
ります。
当社の広告掲載URLは次のとおりであります。
　http://www.nichu.co.jp

株主に対する特典 なし

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができ

ません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 　 　
　 　 　 　
　 事業年度　第108期（自　平成23年４月１日  至　平成24年３月31日）　 平成24年６月29日関東

財務局長に提出。
　 　 　 　
　 　 　 　
（2）内部統制報告書 　 　
　 　 　 　
　 事業年度　第108期（自　平成23年４月１日  至　平成24年３月31日）　 平成24年６月29日関東

財務局長に提出。
　 　 　 　
　 　 　 　
（3）四半期報告書及び確認書 　 　
　 　 　 　
　 第109期第１四半期（自　平成24年４月１日  至　平成24年６月30日）　 平成24年８月13日関東

財務局長に提出。
　 　 　 　
　 第109期第２四半期（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）　 平成24年11月９日関東

財務局長に提出。
　 　 　 　
　 第109期第３四半期（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）　 平成25年２月８日関東

財務局長に提出。
　 　 　 　
　 　 　 　
（4）臨時報告書 　 　
　 　 　 　
　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会にお

ける議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書
　 平成24年６月29日関東
財務局長に提出。

　 　 　 　
　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異

動）の規定に基づく臨時報告書
　 平成25年３月７日関東
財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

平成２５年６月28日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

   取 締 役 会   御 中

　
　

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員 　

公認会計士   谷   上   和   範    印
業 務 執 行 社員　

　
指定有限責任社員 　

公認会計士   中   島   康   晴    印
業 務 執 行 社員　

　
指定有限責任社員 　

公認会計士   中   村   裕   輔    印
業 務 執 行 社員　

　

＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられている日本鋳鉄管株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年
３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益及び包括
利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成の
ための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
　
連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。
監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚
偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する
内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが
含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、日本鋳鉄管株式会社及び連結子会社の平成２５年３月３１日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日
本鋳鉄管株式会社の平成２５年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。
　
内部統制報告書に対する経営者の責任
経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当
と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正
に表示することにある。
なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見するこ
とができない可能性がある。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統
制報告書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報
告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実
施することを求めている。
内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果につ
いて監査証拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の
判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内
部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者
が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
当監査法人は、日本鋳鉄管株式会社が平成２５年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制
は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果につ
いて、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。
　

以  上
　
　
 

（注）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成２５年６月28日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

取 締 役 会  御 中

　

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員 　

公認会計士   谷   上   和  範     印
業 務 執 行 社員 　

　
指定有限責任社員 　

公認会計士   中   島   康  晴     印
業 務 執 行 社員 　

　
指定有限責任社員 　

公認会計士   中   村   裕  輔     印
業 務 執 行 社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられている日本鋳鉄管株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年
３月３１日までの第１０９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示の
リスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、日本鋳鉄管株式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもっ
て終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。
　

以  上
　

 

（注）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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